
Ⅰ はじめに

１，１ 熊本県の半導体製造の概要
九州は半導体産業が特に盛んな地域であり、シリコ

ンアイランドと呼ばれているほどである。とりわけ、

熊本県は誘致の成果もあり九州で一番多くの半導体製

造関連の企業があり、１５０社程ある１）。半導体製造関

連の企業を集めた第二テクノパークなどの工業団地が

多数存在する。

半導体製造業は、①半導体材料であるウエハーをLSI

などの半導体チップに加工する ICメーカー、②IC

メーカーで必要とする半導体製造装置を作製する製造

装置メーカー、③メーカーに部品を供給する機械加工

企業、④メーカーに人材を送る人材派遣会社、などに

分類される。半導体製造は、製品の高集積化や微細化

などの技術が日進月歩で進んでいる。そのため、技術

の向上に対応する製造設備や技術の向上、設計開発が

一般の製造業に比べて必要になる分野である。製造業

では、台湾や韓国また東南アジアへの技術移転が起

こっているが、半導体製造業も例外ではなく、半導体

メモリーであるDRAMの製造をとりやめ、熊本地域

でも現在はシステム LSI・フラッシュメモリーなど高

付加価値があるものへの製造シフトがなされている。

１，２ 熊品会の概要

これまで、熊本職業能力開発促進センターでは半導
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要約 熊本県は第２次産業のうち半導体関連産業が特に盛んな地域である。これまで、熊

本職業能力開発促進センターでは ICメーカーなど半導体製造関連の数団体に人材

高度化支援事業を行っている。その中で、平成１２年１２月２５日より団体承認を受けた熊品会

（主要企業：東京エレクトロン九州）は半導体製造装置を作製のために必要な機械加工・組

み立て・人材派遣企業などを中心に構成企業数５５企業（従業員数：５６３５名）の団体である。

現在、訓練運営期間に取り組んでいるところであるが、平成１３年１１月３０日までの１年弱の準

備期間の中で生涯能力開発体系の作成を行った。

熊本職業能力開発促進センターとして熊品会の人材高度化支援事業にどう取り組んでいる

か、主に体系を作成するにあたって行った人材高度化推進委員会や分科会及び事務局との討

議・事業過程の報告を行う。

※Ｈ１４年３月まで熊本職業能力開発促進センター
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体関連の分野で数団体の人材高度化支援事業を行って

きている。今回、平成１２年１２月に団体承認を受けた熊

品会（事務局設置企業：東京エレクトロン九州）に対

しても人材高度化支援事業を当センターで行うことに

なった。前述の②③④分類にあたる半導体製造装置に

かかわる製造・組み立て・人材派遣・機械加工関連の

企業が中心に５５社（総従業員数：５６３５名）で構成され

た団体である。

熊品会は、熊本地域での結集した半導体製造企業の

集合体を利用することで、共同技術開発と日本が東南

アジアなどの近辺諸国に対して優勢を取っている分野

を伸ばし、製造製品の競争力を高めることを会最大の

目標としている。具体的には、新分野展開や製品の高

付加価値化及び製品企画力の向上、設計・製造などの

スピードUP、品質・生産能力の向上を挙げ、これら

を伸ばすような人材育成の体系を作成することが要求

された。

本報告では団体承認から、当センターで熊品会に対

して行った支援事業のうち、主に生涯能力開発体系作

成について取り組んだ内容とセミナーなどの現在の取

り組み状況、支援事業での問題点などを報告する。

Ⅱ 人材高度化支援事業の取り組み

図１に熊品会の人材高度化支援事業の推進状況を示

す。人材高度化支援事業は、承認から１年間の間が準

備期間であるため、平成１３年１２月２５日までが満期であ

る。終了後３年間が訓練運用期間である。現在、運用

期間の１年目にあたる。熊品会は昨年後半からの半導

体不況の影響により、なるべく早く社員の教育をし、

レベルアップを図りたいとの構成企業の要望があった

ため、１ヶ月弱訓練運用期間を早めた。

２，１ 承認後４ヶ月間（準備期間前半）
熊品会の人材高度化支援事業の目的は、新分野展開

やスピードUP、品質・生産能力の向上であった。そ

のため、これらを満たすような体系作りが求められ

た。はじめに、作成するにあたり体系の重要性を参加

企業や事務局に認識してもらうこと、参加企業のニー

ズを得ることが必要であった。

人材高度化推進委員会に出席されている熊品会事務

局と委員会の役員をされている企業（１１社）に対し

て、人材高度化支援事業の意義及び生涯能力開発体系

図の様式説明をさせていただいた。追加して、事務局

には体系ツール SUCCESS-PROの利用方法、平成１３

年１２月までの体系図作成の実施計画を提案した。

参加企業に対しては、アンケートを実施して技術

ニーズを得ることとした。内容は、①現在社内で問題

となっている部分であって人材高度化支援事業の目標

としたい点、②今後企業内で高度化を行いたい業務内

容と部門、③機構及び民間・県で行っている受講した

い能力開発セミナーの題名などである。アンケート集

計結果を表１に示す。

参画企業では、製造製品の検査技術やクレーム情報

の活用などの品質管理、作業標準化やコストダウン戦

略、生産でのムダ除去などの現場改善方法・生産管

理、在庫削減やコストダウンへの在庫・物流管理に関

心があることが分かった。

以上のアンケート結果から、熊品会としての人材高

度化支援事業の目標が決定された。図２に熊品会がま

とめた人材高度化支援事業の達成目標を示す。参加企

業の関心事項である品質管理、生産・物流管理、環境

保全をもとに原価低減、アセスメント、納期短縮、ク

レーム発生率、環境保全についての人材育成の達成目

標を決定し、事務局では支援事業終了後の数値目標に

ついても検討された。また、生涯職業能力開発体系図

の大分類である部門を各社の業務内容と達成目標の内

図１ 熊品会の人材高度化支援事業推進状況 図２ 熊品会人材高度化支援事業達成目標
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容を重点的に体系に反映するよう、１８部門と決定した

（決定した体系部門名は図３の検討割り振りを参照）。

２，２ 承認後５ヶ月～９ヶ月目（準備期間中間）

会の目標から生涯能力開発体系の作成を行った。図

３に分科会における体系部門検討の割り振りを示す。

まず、決定した体系のうちの部門を４つに分けてテー

マを作り、月ごとに検討する題材を決めた。

図４に推進委員会の議事進行を示す。月に１度開催

する人材高度化推進委員会は２つの構成になってお

り、午前中は推進委員（１１名）を中心に会の総合的な

案件について話し合い、午後に東京エレクトロン関連

の企業（３９社）のうち各社１名若しくは２名、事務局

始動でお集まりいただき体系検討分科会を開催した。

具体的には午前中の推進委員会で講師育成事業などの

案件と共に前回（７月であれば６月）の体系検討分科

会での討議報告及び検討方法の問題点を推進委員に指

摘していただき、午後に向けたテーマの確認などを

行った。午後の体系検討分科会では、３９社を各企業の

業種に関係なく、それぞれ６グループ（１グループ６

～７社程度）に分割した。各グループにはリーダとし

て午前中の推進委員会に出席されている委員の１ない

し２名に入っていただいて、検討テーマに沿って各社

の意見を挙げていただいた。ポリテクセンターの職員

は体系に対する質問（例えば、出された意見が中分類

か小分類か？など）を受け付ける形でグループに入っ

て討議のフォローした。討議の後では、各部門ごとグ

ループリーダに５分程度発表していただき、会として

の共通の問題・議題を認識していただくようにした。

生涯能力開発体系を作るにあたっての要素のたたき

台は体系図作成ツール（SUCCESS-PRO）機械器具製

造業の標準体系・様式３の内容とした。これと主要企

業であり事務局が設置されている東京エレクトロン九

州の各部門の責任者に体系中・小分類の検討をお願い

し、提示していただいた。これに、体系検討分科会で

部門 セミナー項目 希望合計 部門ごとの合計

経営

キャッシュフロー分析 ８ ２７
製造業の経営計画シミュ
レーション １１

経営分析 ８

営業

品質・顧客満足度を高め
るクレーム対応力強化 ９ ２９

最前線のクレーム対応・
苦情処理の正しいやり方 １０

顧客満足度を高める電話
対応とクレーム対応 １０

総務・人事
労働に関する法務 １２ ４０
能力開発 １２
リーダー研修 １６

経理
財務基礎 ８ １５
資金調達・運用 ７

情報シス
テム①

情報システム LAN ７ １５
Windows２０００ ８

情報シス
テム②

セキュリティー管理 ９ １８
ウィルス対策 ９

生産技術
ムリ・ムラ・ムダをなく
す信頼性・保全技術 ７ １８

ムダの無い工場づくり １１
知財 VE･VA ８ ８

生産管理
原価管理 １４ ４４
コストダウン策 １５
安全教育 １５

資材・物流

購買・外注管理 １２ ３９
コストダウン戦略 １１
Excel を活用した、在庫
の管理と削減 １６

製造①
切削に関する知識 ８ １５
高速化技術 ７

製造②
ステンレス鋼 ７ １４
アルミニウム ７

品質管理

受入検査管理 １２ １０１
外観検査 １３
製品検査技術の徹底改善 １９
作業標準 １５
クレーム情報の活用 １２
現場改善活動 １５
不良品予防対策 １５

国際規格
内部監査員 ９ １７
ISO９００１：２０００に基づく
品質保証 ８

その他②
新QC七つ道具 １０ １７
マニュアル作成技術 ７

表１ 目標決定と問題の洗い出しのためのアンケート結果

図３ 分科会における体系部門検討の割り振り

図４ 推進委員会の議事進行
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挙げられた参加企業が置かれている技術的及び将来的

な問題・課題を追加した。製造がテーマであれば各構

成企業で製造している製品（及び部品）が違うため、

企業が得意とする分野での発言をしていただき、提案

の結果を体系にすべて盛り込むようにした。表２に完

成した作成した生涯能力開発体系を示す。

完成した体系の特徴は、会の目標である品質・生産

管理部門以外に、品質に関係があり、半導体で必要不

可欠な技術である超精密・高精度な加工及びそれに伴

う計測・測定などに特化した体系となっている。ま

た、半導体製造のプロセス技術や半導体製造環境など

独自の体系も付加されるものとなった。

体系作成以外に当センターでは調査事業の参加、事

務局始動で行われた講師育成事業のセミナー内容の助

言なども行った。

２，３ 承認後１０ヶ月～１１ヶ月目（準備期間後半）

完成した生涯能力開発体系図と会則などの共有資料

と共に Pdf 形式のファイルでCD-ROMを作成して、

参加５５社に配布した。

運用期間では、人材高度化能力開発給付金が申請で

きる。図５に人材高度化能力開発給付金申請状況を示

す。熊品会加盟企業の５５社（他団体での人材高度化支

援事業参加企業１０社）のうち、全体の７０％程度の３９社

が申請を行い、他団体で給付金をすでに支給を受けて

いる企業を加えると大多数の企業が行った。熊本セン

ターが行った給付金の支給申請方法の説明会や体系検

討分科会など熊品会としてまとまった取り組みができ

た部分であると思われる。

図６は参加企業が希望する訓練の集計をとったもの

である。希望する訓練のうち、事業内訓練と部外委託

による訓練は約５０％ずつに分かれた。また、部外委託

によるセミナーのうち約６０％が当ポリテクセンターの

能力開発セミナー利用希望であった。募集状況として

機械系のコースに４５％、電気・電子系に２０％、情報系

に３５％であった。企業の要望として、受講したいセミ

ナーが熊本地域で実施していないものが多いという意

見をいただいている。今後、当センターとして支援で

きるセミナーを増やさなければいけないと考えてい

る。

これ以外にも図７のように人材高度化支援事業推進

状況のアンケートとったが、アンケート結果をふまえ

て、訓練運用期間での取り組みとそれに対する問題点

を検討しているところである。

部門（大分類） 中分類

経営 経営戦略 経営改善 経営管理 経営
計画

営業 営業企画・管理 （営業企画・管理）
（営業活動）

総務 総務 法務
人事 教育 人事 労務 能力開発
経理 財務会計 管理会計 原価計算 税務

情報システム 情報通信技術 ネットワーク技術
生産技術 設計・製図 保守・保全・設備管理

知的財産管理 技術情報管理 パテント
生産管理 原価管理 工程管理

資材・物流 購買管理 在庫管理 納期管理 物流
戦略 荷役・輸送

製品企画 企画・展開
信頼性 評価・解析

エンジニアリング
TOOL・情報 電気・電子 制御 ソ
フトウェア その他 プロセス
TOOL

製造

加工基礎 放電・レーザ 汎用機械加
工 マシニングセンター加工 プレス
加工 成型加工 仕上げ加工溶接 接
着 樹脂溶接 材料加工 超精密加工

品質管理 検査 全社的品質管理 統計的品質
（工程）管理 装置安全 ISO－９０００

測定計測 測定・計測技術 測定器・計測器の管
理

労働安全衛生 作業安全 安全衛生 関連法規 シス
テム規格 管理事務 OHSAS１８００１

環境管理 ISOー１４０００ 会計 環境 経営

表２ 作成した障害能力開発体系（様式１）

図５ 人材高度化能力開発給付金申請状況

図６ 熊品会参加企業の訓練希望状況
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２，４ 訓練運用期間開始（１３年１２月）から現在

訓練運営期間に入ってからは熊品会に対してどのよ

うに支援していくか検討された。事務局との話し合い

の結果、熊品会向けセミナーを開講するためのアン

ケートを実施して企業側の意見を聞くことを現在行っ

ている。当センターからは、前回の体系作成の時に

とったアンケート結果に基づいたセミナーを提案し、

投げかけを行っている。コース内容は、機械系で３次

元CADなど２コース、電気・電子系で半導体プロセ

ス技術など２コース、情報コースはネットワーク・

データベース構築技術など他団体も含む団体向け１１

コースを提示している。このほか、アンケートにはポ

リテクセンターで開催してもらいたいセミナーを書い

てもらっており、参加が見込まれるコースを今後熊品

会向けセミナーとして開催したいと考えている。

参加企業への個別の対応として、１４年２月に能力開

発セミナーの要望があった半導体装置製造関連の企業

に対して、半導体デバイス製造に関するセミナーを２

日間コースで実施した（参加人数：１５名）。表３にセ

ミナーカリキュラムを示す。また、図８にセミナーの

講義風景を示す。

セミナー前に製造分野の責任者と打ち合わせを行

い、現場内での問題と授業内容の確認を行った。その

結果、企業側の講義内容の要望として日本の半導体の

現状、作製している装置がどのプロセスで利用されて

いるか理解するための半導体プロセスの基本的な流れ

などをしてほしいとのことであった。また、デバイス

メーカに装置を納入した後、生産ラインに乗ったとき

に起こりうるトラブルの処置方法などの設備保全に関

する知識であった。

Ⅲ 感想及び謝辞

準備期間での体系作成などの事業は、推進委員会や

分科会などの会全体での取り組みがあったことで、参

加企業への浸透度は高いものになった。今後の訓練運

営期間で当センターとしては、会の体系に乗っとった

技術支援・能力開発セミナーの実施ができるようする

ことが必要であり、そのためのニーズ調査を適時実施

していこうと考えている。

最後に、支援事業にあたってご指導・ご協力をいた

だきました、熊品会村上浩一事務局長をはじめとする

事務局の皆様、人材高度化推進委員の皆様に心から御

礼申し上げます。
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図７ 人材高度化支援事業の推進状況アンケート結果
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